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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第122期
第１四半期
連結累計期間

第123期
第１四半期
連結累計期間

第122期

会計期間

自　平成23年
　　　４月１日
至　平成23年
　　　６月30日

自　平成24年
　　　４月１日
至　平成24年
　　　６月30日

自　平成23年
　　　４月１日
至　平成24年
　　　３月31日

売上高 (百万円) 26,724 29,659 136,007

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △1,058 △1,515 1,013

当期純利益又は四半期純損失
（△）

(百万円) △678 △1,347 678

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △571 △1,356 1,410

純資産額 (百万円) 61,298 60,829 62,608

総資産額 (百万円) 151,098 163,545 168,123

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失（△）

(円) △3.24 △6.38 3.23

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 39.9 37.1 37.2

(注)  1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 2. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 3. 第122期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 4. 第122期第１四半期連結累計期間及び第123期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益については、１株当たり四半期純損失が計上されており、また潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につい

て重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

（第122期）有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項については、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断

したものであります。

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要にけん引される形で内需

が拡大し、景気は緩やかに回復してまいりましたが、電力供給に対する懸念や深刻度を増す欧州の金融不

安、長期にわたる円高の影響等により、先行きは依然として予断を許さない不透明な状況にあります。

国内建設市場におきましては、政府建設投資については、震災復旧・復興予算の執行により底堅く推移

し、民間建設投資については、震災後の停滞局面から持ち直し緩やかな回復基調が継続しております。し

かしながら、受注競争の激化や復旧・復興工事の増加に伴う労務単価や資機材価格の上昇等懸念材料も

多く、依然として厳しい経営環境が続いております。

このような環境のもと、当社グループは、基本方針に「持続的成長の実現を目指して、技術力・組織力

・個人の力を結集し、収益基盤強化を図る」を掲げた「中期経営計画」（平成22年度～24年度）を推進

しております。本年度は、「中期経営計画」の最終年度にあたりますが、次なる成長に向けた布石を打つ

１年と位置づけ、経営目標の達成に向け、引き続き、各部門が着実に施策を実施するとともに、被災した社

会資本の復旧・復興に取り組んでまいります。

当第１四半期連結累計期間における当社グループの連結業績につきましては、売上高は29,659百万円

（前年同四半期比11.0％増）、営業損失は1,282百万円（前年同四半期は営業損失854百万円）、経常損失

は1,515百万円（前年同四半期は経常損失1,058百万円）、四半期純損失は1,347百万円（前年同四半期は

四半期純損失678百万円）となりました。

　

当社グループのセグメントの業績は、次のとおりであります。

（国内土木事業） 

総合評価落札方式への対応強化、顧客ニーズに対応した提案、コストの削減等に取り組むとともに、被

災地の復興に向けて港湾復旧工事等に注力しております。当第１四半期連結累計期間の売上高は12,858

百万円（前年同四半期比27.5％増）、セグメント損失（営業損失）は328百万円（前年同四半期はセグメ

ント損失660百万円）となりました。
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（国内建築事業）

官庁工事や倉庫・物流施設等の民間非住宅分野への対応強化に取り組むとともに、被災した建築物の

復旧工事等に注力しております。当第１四半期連結累計期間の売上高は9,715百万円（前年同四半期比

17.1％増）、セグメント損失（営業損失）は754百万円（前年同四半期はセグメント損失380百万円）と

なりました。

　
（海外事業）

リスクの発生を最小限にとどめ、今後も緩やかな拡大を目指しております。当第１四半期連結累計期間

の売上高は5,270百万円（前年同四半期比24.2％減）、セグメント利益（営業利益）は355百万円（前年

同四半期比59.1％減）となりました。

　
（その他）

当第１四半期連結累計期間の売上高は1,815百万円（前年同四半期比30.6％増）、セグメント利益（営

業利益）は120百万円（前年同四半期はセグメント損失20百万円）となりました。

　

（２）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して4,578百万円減少し、

163,545百万円となりました。これは、主に受取手形・完成工事未収入金等が減少したことによります。

負債は、前連結会計年度末と比較して2,799百万円減少し、102,716百万円となりました。これは主に支

払手形・工事未払金等の減少によるものです。

純資産は、前連結会計年度末と比較して1,779百万円減少し、60,829百万円となりました。なお、自己資

本比率は37.1％と、前連結会計年度末と比較して0.1ポイント減少しております。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。厳しい経営環境が続いておりますが、「中期経営計画」を着実に達成し、強固な経営体質に改善すべ

くグループ一丸となって取り組んでおります。

　

なお、当社は会社の支配に関する基本方針を定めており、その内容等は次のとおりであります。

　

①基本方針の内容 

当社は、公開会社として株式を上場し、株主、投資家の皆様による株式の自由な取引が認められている

以上、当社株式に対する大規模買付提案またはこれに類似する行為があった場合において、これに応じて

当社株式の売却を行うか否かの判断は、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるものであると考

えております。

当社株式の売却を行うか否か、すなわち大規模買付提案等に応じるか否かの判断を株主の皆様に適切

に行っていただくためには、大規模買付者側から買付の条件や買収した後の経営方針、事業計画等に関す

る十分な情報提供がなされる必要があると考えます。また、当社は、その大規模買付提案に対する当社取

締役会の評価や意見、大規模買付提案に対する当社取締役会による代替案等も株主の皆様に提供しなけ

ればならないと考えます。株主の皆様には、それらを総合的に勘案したうえでご判断をいただく必要があ

ると考えます。

当社の財務及び事業の方針を決定する者は、当社の経営理念を理解し、当社を支えるステークホルダー
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との信頼関係を十分に構築することができ、当社の企業価値、株主共同の利益を中長期的に向上させるこ

とのできる意思と能力を備えている必要があると考えます。

したがって、大規模買付提案にあたって当社や当社の株主に対し、提案内容に関する情報や意見、評価、

代替案作成に必要な時間を与えない大規模買付者、買付の目的及び買付後の経営方針等に鑑み、当社の企

業価値・株主共同の利益を損なうことが明白である大規模買付提案を行う買付者、買付に応じることを

株主に強要するような仕組みを有する提案等を行う大規模買付者は、当社の財務及び事業の方針を支配

する者としては適切ではないと考えています。

　このような大規模買付提案または大規模買付行為等があった場合には、当社は、法令及び定款によって

許容される限度において、企業価値や株主共同の利益を確保するために必要な措置を講じることを基本

方針とします。

　
②基本方針の実現に資する取り組み

当社は、より多くの投資家の皆様に末永く継続して投資いただくため、当社グループの企業価値ひいて

は株主共同の利益を向上させる取り組みとして、「高い技術をもって、社業の発展を図り、健全な経営に

より社会的責任を果たす」という経営理念を掲げ、その実現のための中期経営構想を実践しております。

また、これらと並行して、コーポレート・ガバナンスの強化、充実に取り組んでおります。　

　

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

る取り組み

当社は、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」（以下、「本プラン」といいます。）を平成20

年６月27日開催の定時株主総会において株主の皆様のご承認のもと導入いたしましたが、経営環境の変

化等を勘案し、平成23年６月29日開催の定時株主総会終結の時をもって有効期間満了により終了とし、継

続しないことを平成23年５月30日の取締役会にて決議いたしました。

なお、当社は、本プランの有効期間満了後も、当社株式に対する大規模買付提案またはこれに類似する

行為があった場合には、企業価値及び株主共同の利益の確保のため、適時適切な情報開示に努めるととも

に、その時点において適切な対応をしてまいります。

　

④基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目

的とするものではないことについて

当社の中期経営構想は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させる取り組みとして、当社の

経営理念を実現させるため実践しているものであり、まさに当社の基本方針に沿うものであります。

従いまして上記の取り組みは、当社の会社役員の地位の維持を目的としたものではありません。

　
（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は214百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 224,946,290224,946,290
東京証券取引所
(市場第一部）
札幌証券取引所

単元株式数は1,000株であ
ります。

計 224,946,290224,946,290― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年４月１日～
平成24年６月30日

― 224,946 ― 18,976 ― 4,744

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

① 【発行済株式】

(平成24年３月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 10,164,000
(相互保有株式)
普通株式 3,513,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 210,618,000 210,618 ―

単元未満株式 普通株式 651,290 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 224,946,290 ― ―

総株主の議決権 ― 210,618 ―

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決 権

１個）含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。

自己株式                                361株

相互保有株式    信幸建設株式会社        806株

相互保有株式    鶴見臨港鉄道株式会社    730株

　
② 【自己株式等】

(平成24年３月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東亜建設工業株式会社

東京都新宿区西新宿
三丁目７番１号

10,164,000― 10,164,0004.52

(相互保有株式)
信幸建設株式会社

東京都千代田区神田司町
二丁目２番地７

2,507,000 ― 2,507,0001.11

(相互保有株式)
鶴見臨港鉄道株式会社

神奈川県横浜市鶴見区豊岡町
18番１号

1,006,000 ― 1,006,0000.45

計 ― 13,677,000― 13,677,0006.08

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号）に準じて記載し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 49,670 60,623

受取手形・完成工事未収入金等 ※1
 48,883

※1
 31,996

未成工事支出金等 3,215 4,710

販売用不動産 6,187 6,158

その他 14,202 14,701

貸倒引当金 △174 △113

流動資産合計 121,984 118,078

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 5,255 5,178

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 5,554 5,247

土地 19,653 19,614

その他 220 350

有形固定資産合計 30,684 30,391

無形固定資産 583 549

投資その他の資産

投資有価証券 10,361 10,022

その他 5,341 5,292

貸倒引当金 △831 △788

投資その他の資産合計 14,871 14,526

固定資産合計 46,139 45,467

資産合計 168,123 163,545

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※2
 40,836

※2
 37,813

短期借入金 ※3
 19,455

※3
 18,683

未成工事受入金 13,620 12,611

完成工事補償引当金 365 370

工事損失引当金 1,178 1,405

その他 11,717 13,916

流動負債合計 87,173 84,799

固定負債

長期借入金 10,702 10,237

再評価に係る繰延税金負債 2,973 2,972

退職給付引当金 3,011 3,082

役員退職慰労引当金 69 50

その他 1,585 1,574

固定負債合計 18,341 17,916

負債合計 105,515 102,716
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 18,976 18,976

資本剰余金 18,114 18,114

利益剰余金 23,934 22,165

自己株式 △1,760 △1,760

株主資本合計 59,265 57,496

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 644 606

繰延ヘッジ損益 △20 7

土地再評価差額金 2,573 2,572

その他の包括利益累計額合計 3,197 3,186

少数株主持分 144 146

純資産合計 62,608 60,829

負債純資産合計 168,123 163,545
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 26,724 29,659

売上原価 25,127 28,477

売上総利益 1,596 1,182

販売費及び一般管理費 2,450 2,464

営業損失（△） △854 △1,282

営業外収益

受取利息 19 21

受取配当金 127 108

保険差益 11 164

負ののれん償却額 11 0

その他 15 18

営業外収益合計 185 313

営業外費用

支払利息 147 127

為替差損 217 378

その他 24 40

営業外費用合計 389 546

経常損失（△） △1,058 △1,515

特別利益

固定資産売却益 150 0

その他 25 0

特別利益合計 175 0

特別損失

減損損失 22 38

投資有価証券評価損 55 302

東日本大震災関連損失 109 －

その他 7 3

特別損失合計 194 345

税金等調整前四半期純損失（△） △1,076 △1,860

法人税、住民税及び事業税 45 45

法人税等調整額 △449 △558

法人税等合計 △403 △513

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △673 △1,346

少数株主利益 4 1

四半期純損失（△） △678 △1,347
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △673 △1,346

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 79 △38

繰延ヘッジ損益 21 27

その他の包括利益合計 101 △10

四半期包括利益 △571 △1,356

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △576 △1,357

少数株主に係る四半期包括利益 4 1
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　
当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１

日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。

これによる当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入等に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

当社従業員(銀行借入保証) 24百万円　 当社従業員(銀行借入保証) 26百万円

全国漁港・漁村振興漁業協同
組合連合会(借入保証)

466 　
全国漁港・漁村振興漁業協同
組合連合会(借入保証)

466

その他１件 193 　 その他１件 193

計 683 　 計 686

　

２　※３　提出会社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行７行とコミットメントライン（特定融

資枠）契約を締結しております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

コミットメントライン契約の総額 20,000百万円 20,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 20,000 20,000

　

３　※１　※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当第１四半期連結会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形 119百万円 241百万円

支払手形 1,746 1,392

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及び負ののれんの

償却額は、次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 480百万円 458百万円

負ののれんの償却額 11 0
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年６月30日）

　　　配当に関する事項

　　　　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 419 2 平成23年３月31日平成23年６月30日

　
当第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日　至 平成24年６月30日）

　　　配当に関する事項

　　　　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 429 2 平成24年３月31日平成24年６月29日

　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

　  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円）

　

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

国内土木
事業

国内建築
事業

海外事業 計

　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高10,0818,2956,95725,3341,39026,724 ─ 26,724

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

187 ─ ─ 187 3,8654,053△4,053 ─

　計 10,2688,2956,95725,5215,25630,777△4,05326,724

　セグメント利益又は損失(△) △660 △380 869 △172 △20 △192 △662 △854

（注）１．　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、建設機械の製造

・販売及び修理事業等を含んでおります。

２．　セグメント利益又は損失の調整額△662百万円には、セグメント間取引消去△112百万円及び各報告セグ

メントに帰属しない一般管理費△549百万円が含まれております。

３．　セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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当第１四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

　  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円）

　

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

国内土木
事業

国内建築
事業

海外事業 計

　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高12,8589,7155,27027,8431,81529,659 ─ 29,659

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

67 122 ─ 190 3,9804,170△4,170 ─

　計 12,9269,8375,27028,0345,79633,830△4,17029,659

　セグメント利益又は損失(△) △328 △754 355 △726 120 △606 △676△1,282

（注）１．　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業、建設機械の製造

・販売及び修理事業等を含んでおります。

２．　セグメント利益又は損失の調整額△676百万円には、セグメント間取引消去△26百万円及び各報告セグ

メントに帰属しない一般管理費△649百万円が含まれております。

３．　セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額(円) 3.24 6.38

（算定上の基礎） 　 　

四半期純損失(百万円) 678 1,347

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─

普通株式に係る四半期純損失金額(百万円) 678 1,347

普通株式の期中平均株式数(千株) 209,130 211,267

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額が計上されており、また潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　
２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月９日

東亜建設工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　原　　　　一　　浩　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　種　村　　　　　隆　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亜

建設工業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半

期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。　

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。　
　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜建設工業株式会社及び連結子会社の平成

24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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